市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン準備金及び宿泊支援金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は，市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン（以下「キャンペーン」という。）に参加する市内の宿泊施設に対し，市民や市内に事業所等を有する法人（以下「市民等」という。）を対象とした日帰りプラン，宿泊プランを提供するための経費の一部を補助することを目的とした「市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン準備金及び宿泊支援金（以下「補助金」という。）」の交付に関し，必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において「宿泊施設」とは，旅館業法に定める旅館・ホテル営業，簡易宿所営業を行う施設とする。ただし，研修施設，福利厚生施設，会員制施設を除く。
２　「宿泊事業者」とは，中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定する中小企業者若しくは小規模企業者又はこれと同等と認められる者のうち，市内で宿泊施設の営業を営む者とする。
３　「宿泊料金」とは，宿泊代金，飲食代金，サービス代金を合計した金額とし，税は含まない。
４　「日帰りプラン」とは，宿泊施設の部屋（宴会場，直営の食堂を含む。）の利用と昼食又は夕食の提供がセットとなった日帰りのプランとし，割引又は景品（以下「利用特典」という。）が付いたものとする。
５　「宿泊プラン」とは，宿泊施設への宿泊と，昼食又は夕食の提供がセットとなったプランで，利用特典が付いたものとする。

６　「準備金」とは，宿泊事業者が市民等を対象とした日帰りプラン，宿泊プランを提供するための準備に充てる費用として一律に交付するものとする。
７　「宿泊支援金」とは，宿泊事業者が市民等を対象とした宿泊プランの提供にあたり，利用特典に要した費用を，その実績に応じて交付するものとする。
（補助対象者）

第３条　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は，宿泊事業者であって，キャンペーンに参加している者とする。
２　前項の規定にかかわらず，次の各号に該当する者は対象としない。
1 　キャンペーンへの参加開始時期が９月２日以降である者
⑵　京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者 

⑶　次のいずれかに該当する中小企業者（みなし大企業） 

ア　発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業（中小企業者以外のものであって，事業を営む者をいう。以下同じ。）が所有している中小企業
イ　発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 

ウ　大企業の役員又は職員を兼ねている者が，役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 

⑷　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する性風俗関連特殊営業並びにそれらに類似する業種を営む者 
⑸　営業に関して必要な許認可等を取得していない者
　⑹　当協会が補助金を交付するにあたり，当協会の公益法人としての社会的な信頼性及び公平性を損なうおそれがある者
（補助対象事業等）

第４条　補助金の交付を受けることができる事業（以下「補助対象事業」という。）及び補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，別表１に掲げるとおりとする。
２　補助対象事業は，十分な感染防止対策を講じたうえ，各種法令に基づいて適法に実施されなければならない。
３　補助対象事業の利用特典は，次の各号に該当するものでなければならない。
1 利用特典が割引の場合は，宿泊料金の５割以内かつ２万円以内
2 利用特典が景品の場合は，宿泊料金（割引がある場合は割引後の料金）の２割以内かつ２万円以内
3 利用特典の合計が２万円以内

４　補助対象経費には消費税及び地方消費税相当額は含まないものとする。
（補助金額）
第５条　補助金の額は，予算の範囲内で一事業者あたり次のとおりとし，１，０００円未満の端数は切り捨てるものとする。ただし，当協会が特に必要があると認めるときはこの限りではない。
1 準備金
日帰りプランを実施する宿泊事業者は３０，０００円，宿泊プラン又は宿泊プランと日帰りプランの両方を実施する宿泊事業者は５０，０００円とする。
2 宿泊支援金
別表２に掲げるとおりとする。
（交付の申請）
第６条　準備金の交付申請は，市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン参加申請書（第１号様式）によって行わなければならない
２　宿泊支援金の交付申請は，宿泊支援金交付申請書兼請求書（第２号様式）によって，別に定める期日までに，次の各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。
1 実績報告書（第３号様式）
2 宿泊台帳の写し，領収書等，事業の実施に要した費用を証する書類
３　同条第１項に規定する申請手続きについて，電子情報処理組織を使用する方法により行われた場合は，同条第１項に規定する方法により行われたものとみなす。

（交付の決定）
第７条　当協会は，第６条の規定による申請を受け付けた日から，３０日以内に交付又は不交付を決定するものとする。
２　準備金については，交付決定通知書（第４号様式）又は不交付決定通知書（第５号様式）により通知するものとする。
３　宿泊支援金については，交付決定通知書（第６号様式）又は不交付決定通知書（第７号様式）により通知するものとする。
４　当協会は，交付決定通知を行う場合において，必要に応じ条件を付することができるものとする。
（中止又は廃止の届出）
第８条　事業の中止又は廃止による届出は，中止・廃止届出書（第８号様式）により行うものとする。
（補助金の支払い）

第９条　補助金は，第７条の規定により交付すべき補助金の額の確定を行った後に支払うものとする。
２　補助対象者は，前項の規定により準備金の支払いを受けようとするときは，準備金請求書（第９号様式）により請求しなければならない。
（交付額の返還請求）
第10条　補助金交付後，補助対象者の請求に不正があったと認められた場合，補助金の一部又は全額を返還するものとし，補助対象者は当協会の請求に応じ，当該額を返還しなければならない。
（事業終了の報告）
第11条　事業の終了後，補助対象者は，日帰りプラン，宿泊プランの利用人数及び売上総額を，別に定める期日までに当協会に報告しなければならない。 

２　第６条第２項に規定する宿泊支援金の申請を行った者は，実績報告書（第３号様式）の提出をもって，前項に規定する報告にかえることができる。
（補則）
第12条　この要綱の施行に関し必要な事項は，当協会会長が別に定める。
別表１

	補助金の種類
	補助対象事業
	補助対象経費

	準備金
	市民等を対象とした日帰りプラン又は宿泊プランの提供であるもの
	プラン作成のための準備に充てる費用
	（例示）
感染症防止対策，広報物の準備　等

	宿泊支援金
	市民等を対象とした宿泊プランの提供であるもの
	プランの提供にあたり，利用特典に要した費用
	（例示）
割引相当額や景品購入経費　等


別表２
	事業者の区分
	補助金の額

	宿泊プランを提供する宿泊施設について，客室数の合計が１０室未満である宿泊事業者
	１００，０００円以内

	宿泊プランを提供する宿泊施設について，客室数の合計が１０室以上である宿泊事業者
	２００，０００円以内


附則
（施行期日）
この要綱は，令和２年６月３日から施行する。
市民の宿泊施設の利用促進キャンペーン参加申請書
令和　　年　　月　　日
公益社団法人 京都市観光協会 会長 殿
	社名
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	事業者の
区分
	（該当するものに☑）
□ 大企業・みなし大企業
□ 中小企業・小規模事業者
□ 個人事業主


＜連絡先・書類送付先＞

	担当者氏名
	

	担当者電話番号※
	

	メールアドレス
	

	書類送付先
	住所：〒
氏名：


· 書類に不備があった場合等に連絡することがありますので，日中連絡のつく番号をご記入ください。
記
１　キャンペーン参加対象者であること及び新型コロナウイルス感染症対策に関する事項の確認
　　下記確認事項について，確認・同意いただけましたら，チェックボックスに☑を付けてください。（※ チェックがない場合，キャンペーンへのご参加は固くお断りします。）
· 募集チラシをよく読み，応募資格及び参加要件を満たすことを確認しました。
· 新型コロナウイルス感染症対策を，施設の実情に応じて実施します。
２　準備金の申請（中小企業・小規模事業者・個人事業主の方のみ申請が可能です。）
	希望する
補助
	実施するプラン等（該当箇所に☑）
	補助額

	
	□
	大企業及びみなし大企業
	補助対象外

	
	□
	日帰りプランのみ
	３０，０００円／事業者

	
	□
	宿泊プランのみ
	５０，０００円／事業者

	
	□
	宿泊プランと日帰りプランの両方
	５０，０００円／事業者

	
	□
	補助を希望しない
	－


３　特設サイトへの登録内容
※　参加する宿泊施設ごとに記入してください。
※　２施設以上申請される場合は，本ページをコピーして使用してください。
1 宿泊施設情報
	（ふりがな）
宿泊施設名
	

	旅館業許可番号
【特設サイトへは表示しません】
	

	施設種別
（該当するものに☑）
	□旅館　　□ホテル　　□簡易宿所
※「旅館・ホテル」として許可を受けている場合は，和式の構造及び設備を主とする施設は「旅館」，洋式の構造及び設備を主とする施設は「ホテル」に☑してください。

	宿泊施設の概要・説明
	※記載いただいた内容のままホームページに掲載します。


	客室数(該当するものに☑)
【特設サイトへは表示しません】
	□１０室以上　　□１０室未満

	宿泊施設の住所
	

	アクセス
	

	エリア
（該当するものに☑）
	□市内中心部　 □京都御所・下鴨 　□二条城・西陣　 □京都駅周辺
□哲学の道・岡崎 　□祇園・清水寺 　□三十三間堂・東福寺
□山科・醍醐　 □嵯峨・嵐山 　□桂・大原野　 □高雄　 □京北
□金閣寺・御室・太秦　 □伏見　 □上賀茂・北山・大徳寺
□一乗寺・修学院　 □大原・八瀬・比叡山　 □鞍馬・貴船・花背

	宿泊施設の電話番号
	


2 キャンペーン内容について
	キャンペーン参加時期
	参加時期に指定がある場合：　　　月　　日
（※遅くとも９月１日からの参加としてください。）

	実施プラン
（該当するものに☑）
	□日帰り(昼食のみ)　□日帰り(夕食のみ)　□日帰り(昼食・夕食付き)
□宿泊（夕食のみ）　□宿泊（夕食・朝食付き）

	プラン内容
（通常プランとの違いや特典の内容，おすすめポイントなど）
	※記載いただいた内容のままホームページに掲載します。
【プラン名】
【プラン概要】


	予約方法（専用サイト，電話，ＦＡＸ等）
	

	公式ホームページ等のＵＲＬ（任意）
	



第２号様式（第６条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン
宿泊支援金交付申請書兼請求書
令和　　年　　月　　日
公益社団法人 京都市観光協会 会長 殿
	社名
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ac(○,印)


　　　　　　　　　　　

＜連絡先・書類送付先＞

	担当者氏名
	

	電話番号※
	

	メールアドレス
	

	書類送付先
	住所：〒
氏名：


· 書類に不備があった場合等に連絡することがありますので，日中連絡のつく番号をご記入ください。

記

宿泊支援金の請求（※併せて，事業実績報告書（第３号様式）を提出してください。）

	交付請求額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
※　宿泊プランを提供する宿泊施設について，
客室数が１０室未満の場合，上限１０万円
　　　　　　　１０室以上の場合，上限２０万円

	振込先
	金融機関名：
支店名：　　　　　　　支店
種別：　　　普通　　　当座
口座番号：
(フリガナ)
口座名義：


以下のとおり誓約します。
· 実績を報告するに当たり，記載事項及び関係書類において一切虚偽のないことを誓約します。なお，虚偽が判明した場合は，宿泊支援金を一括返還します。
社名・団体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
第４号様式（第７条関係）
市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン
準備金交付決定通知書

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　公益社団法人　京都市観光協会
会長　〇〇　〇〇
令和　　年　　月　　日付けで申請のあった市内の宿泊施設の利用促進キャンペーンについて，下記のとおり交付額が決定しましたので通知します。
記
	交付決定額
	　　　　　　　　円

	備　考
	１　補助金は，本事業の目的以外に支出してはいけません。

２　実施に当たっては，市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン準備金及び宿泊支援金交付要綱の定めを遵守してください。交付後，同要綱に違反したことが判明した場合，又は京都市観光協会（以下，「当協会」という。）が補助金請求に不正があったと判断した場合は，補助金の一部又は全額の返還請求を行う場合があります。
３　補助対象事業を中止し，又は廃止する場合は，当協会に所定の様式（第８号様式）で届け出を行ってください。


	宿泊支援金に
ついて
	（日帰りプランのみを登録されているため，宿泊支援金は対象ではありません。）
（宿泊支援金（上限○○円）の対象となりますので，事業実施後に当協会に所定の様式（第２号様式及び第３号様式）により申請してください。）


第５号様式（第７条関係）
市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン
準備金不交付決定通知書

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　公益社団法人　京都市観光協会
会長　〇〇　〇〇
令和　　年　　月　　日付けで申請のあった市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン準備金について，下記のとおり交付しないことを決定しましたので通知します。
記
	補助申請額
	　　　　　　　　円

	不交付の理由
	


第６号様式（第７条関係）
市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン
宿泊支援金交付決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　様
　　公益社団法人　京都市観光協会
会長　〇〇　〇〇
令和　　年　　月　　日付けで申請のあった市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン宿泊支援金について，下記のとおり交付することを決定しましたので通知します。
記

	交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　円

	備考
	交付後，市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン準備金及び宿泊支援金交付要綱に違反したことが判明した場合，又は京都市観光協会が補助金請求に不正があったと判断した場合は，補助金の一部又は全額の返還請求を行う場合があります。


第７号様式（第７条関係）
市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン
宿泊支援金不交付決定通知書

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　公益社団法人　京都市観光協会
会長　〇〇　〇〇
令和　　年　　月　　日付けで申請のあった市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン宿泊支援金について，下記のとおり交付しないことを決定しましたので通知します。
記
	補助申請額
	　　　　　　　　円

	不交付の理由
	


第８号様式（第８条関係）
市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン
中止・廃止届出書

令和　　年　　月　　日
公益社団法人 京都市観光協会 会長　殿
	住所
	

	社名
代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　
印 


　　　　　　　　　　
＜連絡先＞

	担当者氏名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


「市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン」に係る日帰りプラン，宿泊プランの提供について，中止・廃止いたしますので届け出ます。
記
	準備金
交付申請額又は交付予定額
	　　　　　　　　　　　　　　　円


	中止・廃止の理由
	


第９号様式（第９条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン
準備金請求書
令和　　年　　月　　日
公益社団法人 京都市観光協会 会長 殿
	社名
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ac(○,印)


　　　　　　　　　　　

＜連絡先・書類送付先＞

	担当者氏名
	

	電話番号※
	

	メールアドレス
	

	書類送付先
	住所：〒
氏名：


· 書類に不備があった場合等に連絡することがありますので，日中連絡のつく番号をご記入ください。

記

市内の宿泊施設の利用促進キャンペーン準備金について，次のとおり請求します。
	交付請求額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


	振込先
	金融機関名：
支店名：　　　　　　　支店
種別：　　　普通　　　当座
口座番号：
(フリガナ)
口座名義：


第１号様式（第６条関係）





宿泊施設向け





※宿泊施設又は提供予定の料理の写真（おおむね500ＫＢ以上）２～４枚を事務局メールアド


レスまでお送りください。（キャンペーン事務局：kyoto-cp@hellokcb.or.jp）








